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掲示文及び企画提案競技説明書 

 

次のとおり企画提案書の提出を招請します。 

令和７年９月５日 

独立行政法人都市再生機構 

総務部長 丹 圭一 

 

１ 業務概要 

（１） 業務名称 

令和７年度職員意識調査等業務 

（２） 履行期間 

契約締結日翌日から令和８年３月 31 日まで 

（３） 目的 

本業務は、当機構職員のエンゲージメント向上及び仕事に対するモチベーショ

ン確保に向け、令和３年度に実施した職員意識調査結果（以下「前回調査結果」

という）の経年比較及び効果検証に主眼を置き、職員の担当業務、職場の状況及

び各種施策等に対する意識についての現状を分析、把握することで、今後の対策

につなげることを目的として実施するものである。 

（４） 業務内容   

別紙２ 業務説明書に記載のとおり。 

（５） 担当部署 

   イ 契約関係 

〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町六丁目 50番１ 横浜アイランドタワー 

独立行政法人都市再生機構 総務部 会計課 

電話：045-650-0189 

ロ 業務内容関係 

〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町六丁目 50番１ 横浜アイランドタワー 

独立行政法人都市再生機構 人事部 企画課 

電話 045-650-0443 

（６） 企画提案競技説明書等の交付期間及び交付方法 

    ① 交付期間：令和７年９月５日（金）から令和７年 10月 20 日（月）まで 

   ② 交付方法：当機構のホームページからダウンロードすること。 

     https://www.ur-net.go.jp/orders/honsha/order.html 

 

２ 企画提案書の提出者に要求される参加資格 

下記の事項を全て満たす者であること。 

https://www.ur-net.go.jp/orders/honsha/order.html
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（１） 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成 16 年独立行政法人都市再生機

構達第 95号）第 331 条及び第 332 条の規定に該当する者でないこと。 

（https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000h1-att/lrmhph00000000h

z.pdf を参照） 

（２） 当機構から本件業務の実施場所を含む区域を措置対象区域とする指名停止を受

けている者でないこと。 

（３） 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者若しくはこれに準ずる者でな

いこと。 

（定義については、当機構ホームページ「入札・契約情報」→「入札心得、契

約関係規程」→「入札関連様式・標準契約書」→「当機構で使用する標準契約書

等について」→「（入札説明書別紙）暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配

する者又はこれに準ずる者」 

https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000db-att/bouryokudantout

eigi240117.pdf を参照。） 

（４） 企画提案書提出時点において令和７・８年度独立行政法人都市再生機構東日本

地区物品購入等の契約に係る競争参加資格において「役務提供」の資格を有する

と認定された者であること。 

なお、当該競争参加資格を有しない場合は、参加表明書提出期限までに競争参

加資格審査の申請を行い、申請時に交付される競争参加資格申請受理票の写しを

競争参加資格の確認について（様式２）に添付して提出し、企画提案書の提出時

までに認定を受ける必要がある。競争参加資格審査の申請等の提出先、提出方法

は以下のとおり。 

（申請・提出先） 

〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町六丁目 50番１ 横浜アイランドタワー 

独立行政法人都市再生機構 総務部 会計課 

電話：045-650-0189 

（提出方法） 

 持参又は郵送とする。資格審査申請書類は下記リンクを参照すること。 

     http://www.ur-net.go.jp/order/info.html 

            ・持参の場合はあらかじめ提出日時を上記へ連絡の上、持参すること。 

            ・郵送の場合はあらかじめ郵送の旨を上記へ連絡の上、書留郵便により発送する

こととし、提出期限までに必着のこと。 

（５） 本店又は営業所が関東地域（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県）又は山梨県に所在すること。 

（６） ISO/IEC27001:2022 若しくは JIS Q27001:2023に基づく情報セキュリティマネジ

メントシステム（ISMS）適合性評価制度の認証又はプライバシーマーク制度の認

証によりプライバシーマーク使用許諾を受けていること。 

https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000h1-att/lrmhph00000000hz.pdf
https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000h1-att/lrmhph00000000hz.pdf
https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000db-att/bouryokudantouteigi240117.pdf
https://www.ur-net.go.jp/order/lrmhph00000000db-att/bouryokudantouteigi240117.pdf
http://www.ur-net.go.jp/order/info.html
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（７） 本件業務で使用するクラウドサービスにおいて十分なセキュリティ措置がなされ

ていること。なお、基盤部分（IaaS・PaaS）は必ず ISMAP 又は ISMAP-LIU クラウ

ドサービスリストに登録されているクラウドサービスであること（ISMAP 又は

ISMAP-LIUクラウドサービスリストに登録されているクラウドサービスを提供す

る場合は、ISMAP 又は ISMAP-LIU クラウドサービスリストの言明対象範囲に記載

のデータセンタ (リージョン) を指定すること。） 

（８） 自社で調査要件等を設計し、かつ自社で管理及び運営するウェブシステムでの

調査が可能であること。 

（９） 次に掲げる①及び②の実績を全て有している者 

① 令和２年度以降に受注し完了した、以下に示す同種業務又は類似業務について、

同種業務の実績を１件以上又は類似業務の実績を３件以上有していること。 

② 上記①の業務のうち、同種業務については 1,000 名以上を対象とした業務、もし

くは類似業務については 5,000 名以上を対象とした業務を、１件以上実施した実

績を有していること。 

 同種業務：国、独立行政法人、特殊法人、国立大学法人、地方公共団体又は地方

独立行政法人における職員の意識調査等業務 

類似業務：民間企業における従業員の意識調査等業務 

※ 独立行政法人及び特殊法人一覧については、総務省ホームページをご覧く

ださい。 

（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/satei2.html） 

 

３ 企画提案書の提出者を選定するための基準 

参加表明書の評価項目、判断基準及び評価のウエイトは以下のとおりとする。 

 

評価
項目 

判断基準 
評価の 

ウエイト 

企
業
の
経
験
及
び
能
力 

専
門
技
術
力 

「２（９）①」を満たす者について、下記①～③の順で評

価する。なお、以下に該当しない場合は選定しない。 

 

① 同種業務の実績が３件以上あり、かつ、類似業務の実

績が 10 件以上ある。 

② 同種業務の実績が１件以上あり、かつ、類似業務の実

績が５件以上ある。 

③ 同種業務の実績が１件以上あり、かつ、類似業務の実

績が３件以上ある。 

④ 同種業務の実績が１件以上ある、又は、類似業務の実

績が３件以上ある。 

①15 点 

②10 点 

③ 5 点 

④ 0 点 

（15 点） 

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/satei2.html
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「２（９）②」を満たす者について、下記①～③の順で評

価する。なお、以下に該当しない場合は選定しない。 

 

① 3,000 名以上を対象とした同種業務、10,000 名以上を

対象とした類似業務の実施がそれぞれ３件以上ある。 

② 3,000 名以上を対象とした同種業務、10,000 名以上を

対象とした類似業務の実施がそれぞれ１件以上ある。 

③ 1,000 名以上を対象とした同種業務、5,000 名以上を対

象とした類似業務の実施がそれぞれ３件以上ある。 

④ 1,000 名以上を対象とした同種業務、もしくは 5,000 名

以上を対象とした類似業務の実施が１件以上ある。 

①15 点 

②10 点 

③ 5 点 

④ 0 点 

（15 点） 

等
の

推
進 

次に掲げるいずれかの認定を受けている 

・女性の職業生活における活躍推進に関する法律（以下、「女

性活躍推進法」という。）に基づく認定等（えるぼし・プラ

チナえるぼし認定企業）等 ※１ 

・次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」という。）

に基づく認定（くるみん・プラチナくるみん・トライくる

みん認定企業）※２ 

・青少年の雇用の促進等に関する法律（以下、「若者雇用促進

法」という。）に基づく認定（ユースエール認定企業）※３ 

5 点 

評価点 計 35 点満点 

※１ 女性活躍推進法第９条に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間

等の働き方に係る基準を満たすものに限る。）、同法第 12 条又は同法第８条に基づ

く一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定している

企業（常時雇用する労働者の数が 100 人以下の事業主に限る。）をいう。 

※２ 次世代法第 13 条又は第 15 条の２に基づく基準に適合するものと認定された企業

をいう。 

※３ 若者雇用促進法第 15 条に基づく基準に適合するものと認定された企業をいう。 

 

４ 参加表明書等の留意事項 

（１） 作成方法 

別紙４の様式１から７にて作成を行うものとし、文字サイズは 10 ポイント以

上とする。 

（２） 関連資料 

① 様式６に業務実績として記載された業務に係る契約書及び仕様書の写し

（ただし、提出に支障のある箇所については非開示（マスキング）としたもの

でも可。）を添付すること。なお、契約書を取り交わしていない場合は、契約

書に代わるもの（例：押印のある申込書）で差し支えない。 

② 本業務の参加表明にあたっては、前回調査結果を希望に応じ、令和７年９月

５日（金）から令和７年９月 17 日（水）までの土曜日、日曜日及び祝日を除
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く毎日、午前 10 時から午後５時まで（ただし、正午から午後１時の間は除く）

交付する。なお、交付を希望する場合は、あらかじめ交付希望の旨を連絡の上、

記名押印した「別紙５ 重要な情報の保護に関する誓約書」を作成し、以下の

場所へ持参または郵送すること。 

（提出先） 

〒231-8315  

神奈川県横浜市中区本町６－50－１ 横浜アイランドタワー13 階 

独立行政法人都市再生機構本社 人事部企画課 

電話：045-650-0443 

（３） 参加表明書の提出 

① 提出期間 

令和７年９月５日（金）から令和７年９月 17 日（水）までの土曜日、日曜日

及び祝日を除く毎日、午前 10 時から午後５時まで。（ただし、正午から午後１

時の間は除く。） 

② 提出場所 

〒231-8315 

神奈川県横浜市中区本町六丁目 50番１ 横浜アイランドタワー13 階 

独立行政法人都市再生機構 人事部 企画課 

電話 045-650-0443 

③ 提出方法 

あらかじめ提出日時を連絡のうえ、内容を説明できる者が持参するものとし、

郵送又は電送によるものは受け付けない。 

④ 提出部数 

１部（印刷は、白黒、カラーどちらでも可。） 

（４） 選定・非選定通知 

① 企画提案書の提出者として、参加表明書を提出した者のうち、評価の合計点

が高いものから順に原則３者を選定し（順位３番目の者が複数となった場合は、

順位３番目の者全てを選定者とする。）、参加表明者が３者以下の場合は表明者

数とする。 

② 企画提案書の提出者に選定された者については、令和７年９月 29 日（月）

までに郵送または電送により発送する書面にて通知する。また、選定されなか

ったものに対しても、その旨を書面で通知する。 

③ ②の非選定通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土曜

日、日曜日及び祝日を除く。）以内に書面（様式自由）を持参（郵送又は電送に

よるものは受け付けない。）することにより、非選定理由について説明を求め

ることができる。 

④ 非選定理由の説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおり。 

イ 受付場所 
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上記（３）②の提出場所に同じ 

ロ 受付時間 

土曜日及び日曜日を除く毎日、午前 10 時から午後５時まで（ただし、正

午から午後１時までの間は除く。） 

⑤ ②の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10 日（休

日を含まない。）以内に書面により行う。 

 

５ 企画提案書を特定するための基準 

企画提案書の評価項目、判断基準及び評価のウエイトは以下のとおり。 

評価 
項目 

判断基準 
評価の 

ウエイト 大項
目 

小項目 

 

調
査
の

び 

回
収
に
係
る
提
案 

調査項目の設計から調査の実施、結果の回収に至る

までの業務について、以下の項目により、30点を満点

として評価する。 

・ 職員のモチベーション及びエンゲージメント並

びに前回調査結果の経年比較及び施策実行による

効果検証等について、様々な角度から測定可能な

調査項目の設定となっている。 

・ 短時間でかつ円滑に回答ができるような工夫、

仕組みとなっている。 

・ 職員の回答率が 90%以上得られるような工夫が

なされている。 

・ 調査結果を速やかに回収できる仕組みとなって

いる。 

・ 調査の実施から回収に至るまでに、必要なセキ

ュリティ措置が十分になされている。 

（0～30 点） 
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調
査
結
果
の
集
計
及
び 

分
析
に
係
る
提
案 

調査結果の集計及び分析に係る業務について、以下

の項目により、40 点を満点として評価する。 

・ 前回調査の分析方法及び結果と比較し、効果的

な集計及び分析が行われている。 

・ 調査項目毎の単純集計や多くの属性におけるク

ロス集計の結果に基づき、効果的な提案（若手社

員（20代～40代）に特化した提案等を含む）がな

されている。 

・ 調査結果の分析について、業界等との比較がな

されている。 

・ 調査項目毎に回答人数に応じた加重平均を行

い、その結果から対応すべき課題を抽出できる。 

・ 自由意見欄に記載された内容が分類毎に整理さ

れており、今後の施策検討に活用できる。 

・ 調査結果がマトリクスに整理されており、課題

領域の絞り込みが行われている。 

・ 課題に対する行動方針（アクションプラン）び

策定等支援がなされている。 

（0～40 点） 

 

及
び

 

本業務を行う体制等について、以下の視点により、

10 点を満点として評価する。 

・ 業務実施体制について、専任、兼任等レベルに

分けて役割や人員数等が具体的かつ明確に記述さ

れ、適切に配置されている。 

・ 本業務を行う上で知り得た情報等の管理につい

て管理方法や管理体制が具体的かつ明確に記述さ

れている。 

・ 業務説明書に記した各業務の作業スケジュール

が具体的に記述されている。 

（0～10 点） 

その他独自な 

提案内容 

その他独自な提案内容について、以下の視点により、

20 点を満点として評価する。 

・ 本調査で抽出された課題に対する行動方針（ア

クションプラン）策定等支援に関する独自の提案。 

・ 上記に記載のない新たな視点での分析に関する

独自の提案がなされている。 

（0～20 点） 

参考見積 

「６（１）②」で提示した概算費用を超過している

場合、又は、提案内容に対して見積りが不適切な場合

には特定しない。 

数値化 
しない 

評価点 計 100 点満点 

 

６ 企画提案書の留意事項 

（１） 基本事項 

① 企画提案書の無効 

当企画提案競技は、「令和７年度職員意識調査等業務」における具体的な取

組方法について提案を求めるものであり、成果の一部の提出を求めるものでは
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ない。本説明書において記載された事項以外の内容を含む企画提案書について

は、提案を無効とする場合があるので注意すること。 

② 業務量の目安 

本業務に係る概算費用は 5,000 千円（人件費、配送費、消耗品費、その他必

要とする経費及び消費税を含む。）を予定している。ただし、この金額はあくま

で企画提案の目安となる予算規模であり、企画提案書特定者に対し上記予算で

の発注を確約するものではない。 

（２） 企画提案内容に関する補足事項 

企画提案内容について、下記事項に配慮すること。 

① 実施体制、要員及びスケジュールに関する提案に関して 

イ 業務実施体制について、専任、兼任等レベルに分けて役割や人員数等が具

体的かつ明確に記述され、適切に配置されていること。 

ロ 緊急時の対応体制について、充実した体制が確保されていること。 

ハ 本業務を行う上で知り得た一般に公開されない情報や個人情報等の機密

情報管理について、管理方法や管理体制が具体的かつ明確に記述されているこ

と。 

② 調査の実施に関する提案に関して 

イ 職員等の意識調査等業務に関して官公庁及び法人での調査実績があり、当

機構の職員に対する意識調査等の実施について、円滑かつ確実な実施が見込

まれる内容となっていること。 

ロ 調査に関し、表記が見やすく、職員が容易に回答できるよう配慮されてい

ること。 

③ 調査結果の集計、分析及びフィードバックに関する提案に関して 

イ 自由意見欄には多くの意見が記載されると見込まれるため、それらの意見

を効率的に集計・分類し、容易に活用できるような工夫があること。 

ロ 職員等に対する調査結果の効果的なフィードバック施策について、具体的

な例が示されていること。 

（３） 企画提案書等の作成等 

① 上記（２）の内容を踏まえ、企画提案書及び参考見積書を作成する。 

② 企画提案書内に過去３年以内での官公庁及び法人での調査実績を記載する

こと。 

③ 参考見積書は、別紙２「業務説明書」中４で区分した項目ごとに明細を表示

し、合計額は税抜・税込両方を表示すること。 

（４） 提出物（提出書類） 

別紙４の様式８に企画提案書及び参考見積書（Ａ４判、様式は任意）を添付し

提出すること。提出は電子データ及び紙媒体３部とする。また、企画提案書の枚

数に関する制限は設けない。なお、企画提案書には、企業名及び企業名が類推さ

れる表現は原則避けること。 
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（５） 企画提案書等の提出 

① 提出期間 

令和７年９月 29日（月）から令和７年 10 月９日（木）までの土曜日及び日

曜日を除く毎日、午前 10 時から午後５時まで（ただし正午から午後１時の間

は除く。）。 

② 提出場所 

４（３）②の提出場所に同じ。 

③ 提出方法 

企画提案書及び参考見積書の提出にあたっては、あらかじめ提出日時を連絡

の上、内容を説明できる者が持参するものとし、郵送によるものは受け付けな

い。 

④ 提出部数 

データ及び紙媒体３部（印刷は、白黒、カラーどちらでも可とする。） 

（６） 特定・非特定通知 

① 企画提案書を提出した者の中から、５ 企画提案書を特定するための基準に

基づき、評価の合計点が最上位である委員の数が最も多い者を１者特定する。

最上位である委員の数が最も多い者が複数いた場合には、最上位である委員

の数が最も多い者のうち、全ての委員の審査評価の合計点が最も高い者を１

者特定する。全ての委員の審査評価の合計点が最も高い者が複数者いた場合

には、委員長及び委員にて協議の上、委員長が１者を特定する。 

② 企画提案書が特定された者については、令和７年 10月 20 日（月）までに当

機構から郵送又は電送により発送する書面にて通知する。また提出した企画

提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨を書面にて通

知する。 

③ ②の非特定通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土曜

日、日曜日及び祝日を除く。）以内に当機構に対して非特定理由について説明

を求めることができる。 

④ 受付場所 

４（３）②の提出場所に同じ 

⑤ 受付時間 

土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、午前 10 時から午後５時まで（ただし正

午から午後１時までの間は除く。） 

⑥ 提出方法 

書面（様式自由）を持参することにより提出するものとし、郵送又は電送に

よるものは受け付けない。 

⑦ 非特定理由について説明を求められたときは、説明を求めることができる

最終日の翌日から起算して 10 日以内に説明を求めた者に対し書面により回

答する。 
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７ 企画提案競技説明書の内容についての質問受付及び回答 

（１） 質問がある場合においては、以下に従い、行うこと。 

① 受付期間 

令和７年９月５日（金）から令和７年９月 17 日（水）までの土曜日、日曜日

及び祝日を除く毎日、午前 10 時から午後５時まで（ただし正午から午後１時

の間は除く。） 

② 提出場所 

４（３）②の提出場所に同じ 

③ 提出方法 

あらかじめ提出日時を連絡の上、内容を説明できる者が書面（様式自由）を

持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

（２） 上記（１）の質問に対する回答書は、以下のとおり実施する。 

① 回答期日 

令和７年９月 29日（月） 

② 回答方法  

４（４）②の選定・非選定通知と合わせて書面にて回答する。 

 

８ その他の留意事項 

（１） 企画提案書提出時点において令和７・８年度独立行政法人都市再生機構東日本

地区物品購入等の契約に係る競争参加資格審査において「役務提供」の資格認定

を受けていない者も参加表明書を提出することができるが、その者が企画提案書

の提出者として選定された場合であっても、企画提案書の提出時点において、当

該資格の認定を受けていなければならない。 

（２） 提出期限までに参加表明書を提出しない者及び企画提案書の提出者に選定され

た旨の通知を受けなかった者は、企画提案書を提出できないものとする。 

（３） 手続きにおいて使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限る。 

（４） 参加表明書及び企画提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とす

る。 

（５） 参加表明書及び企画提案書に虚偽の記載をした場合には、参加表明書及び企画

提案書を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行

うことがある。 

（６） 企画提案書提出者の特定通知を受けた者が参加辞退する場合には、不誠実な行

為と見なす場合がある。 

（７） 提出された参加表明書は返却しない。なお、提出された参加表明書は、企画提

案書の提出者の選定をするため以外に提出者に無断で使用しない。また、選定さ

れた参加表明書を公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものとする。 

（８） 提出された企画提案書の内容について、詳細を求める場合がある。 
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（９） 提出された企画提案書は、提出者に無断で使用しない。 

（10） 参加表明書及び企画提案書の提出後において、原則として参加表明書及び企画

提案書に記載された内容の変更を認めない。また、企画提案書資料を追加で提出

することも認めない。 

（11） 参加表明書及び企画提案書に記載した予定業務実施責任者は、原則として変更

できない。ただしやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の者で

あることの発注者の了解を得なければならない。 

（12） 企画提案書の特定後に、提案内容を適切に反映した仕様書の作成のために、業

務の具体的な実施方法について提案を求めることがある。 

（13） 特定された者に対し、６（１）②で提示した概算費用の額の契約を確約するも

のではない。したがって、実際の発注額が概算費用の額を下回る場合がある。ま

た、契約までの間に当機構の事情により、当該業務の契約締結が延期又は中止さ

れる場合があることを予め了承するものとする。 

（14） 特定された企画提案の実施業務及び成果品に係る一切の著作権及び版権は、原

則として機構に帰属するものとし、協議が必要な場合は予め申し出るものとする。 

（15）  特定しなかった企画提案書は、提出者に返却しない。 

（16） 企画提案書の特定後の業務の実施にあたり、業務の主たる部分（全体を総括・

調整する業務に該当する業務）についての再委託は認めない。また、再委託の必

要が生じた場合は、企画提案書被特定者自らが実施する業務の範囲を書面にて提

出するものとする。 

（17） この企画提案により得た当機構の情報を第三者に漏らしたり、他の目的に使用

してはならない。 

（18） 以下の条件のいずれかに該当するものは失格とする。 

イ 企画提案書提出者に要求される参加資格を満たさないもの。 

ロ 提出期間、提出場所、提出方法に適合しないもの。 

ハ 作成方法に指定する様式又は記載上の留意事項に示された条件に適合しな

いもの。 

ニ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

ホ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

ヘ 虚偽の内容が記載されているもの。 

（19） 企画提案書の提出者は、個人情報の取扱いに関して、個人情報保護法に基づく、

適切な管理能力を有していること。また別紙３「個人情報等の保護に関する特約

条項」を契約書とあわせて、同日付で締結するものとする。 

（20） 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について 

独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの

基本方針」（平成 22 年 12 月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関

係を有する法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人と

の間の取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進めるとされている



 

12 

ところです。 

これに基づき以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームペー

ジで公表することとしますので、所要の情報の当方への提供及び情報公表に同意

の上で、応札若しくは応募又は契約の締結を行っていただくよう、御理解と御協

力をお願いいたします。 

なお、案件への応札若しくは応募又は契約の締結をもって同意されたものとみ

なさせていただきますのでご承知願います。 

また、応札若しくは応募又は契約の締結を行ったにもかからず情報提供等の協

力をしていただけない相手方については、その名称等を公表させていただくこと

があり得ますので、ご了承願います。 

① 公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

イ 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めて

いること 

ロ 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又

は課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問

等として再就職していること 

② 公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、工事、業務又は物品購入等契

約の名称及び数量、契約締結日、契約先の名称、契約金額等とあわせ、次に掲

げる情報を公表します。 

イ 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ОＢ）の人数、職

名及び当機構における最終職名 

ロ 当機構との間の取引高 

ハ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分

のいずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は、３分の２以

上 

ニ １者応札又は１者応募である場合はその旨 

③ 当方に提供していただく情報 

イ 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名

及び当機構における最終職名等） 

ロ 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引

高 

④ 公表日 

契約締結日の翌日から起算して 72日以内 

以 上  

 



 
請 負 契 約 書 

 

１ 契約の名称   令和７年度職員意識調査等業務 

２ 仕様      別添業務説明書のとおり 

３ 履行期間    契約締結日翌日から令和８年３月31日まで 

４ 契約金額    金     円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税額 金   円） 

５ 支払条件    完了払 

 

上記の業務について、発注者と受注者は、次の条項によってこの契約を締結する。 

この契約締結の証として、本書２通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

年  月  日 

 

発注者 住 所 神奈川県横浜市中区本町六丁目50番地１ 

氏 名  独立行政法人都市再生機構 

総務部長 丹 圭一           印 

受注者 住 所 

氏 名    

          印 

 

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、頭書の業務（以下「業務」という。）に関し、この契約書に定める

もののほか、仕様書（別添の仕様書及び入札説明書等に係る質問回答書をいう。以下同じ。）に従

い、日本国の法令を遵守し、この契約を履行しなければならない。 

２ 受注者は、頭書の契約金額をもって、業務を頭書の履行期間内に完了し、成果物があるとき

は発注者に引き渡すものとし、発注者は、その代金として頭書の契約金額を支払うものとする（以

下、契約金額、履行期間及び契約金額については、「頭書の」を省略する。）。 

（権利義務の譲渡等） 

第２条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させては

ならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（一括再委託等の禁止） 

第３条 受注者は、この契約の全部又は主体的部分を一括して第三者に委任し、又は請け負わせ

てはならない。 

２ 受注者は、この契約の一部を第三者に委任し、又は請け負わせようとするときは、あらかじ

め、発注者の承諾を得なければならない。これらを変更しようとするときも同様とする。ただし、

発注者が仕様書において指定した軽微な部分を委任し、又は請け負わせようとするときは、この

限りでない。 

別紙１ 



（特許権等の使用） 

第４条 受注者は、この契約の履行に当たり、第三者の有する特許権、実用新案権又は意匠権に

係る特許発明実用新案又は意匠を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負うものとす

る。 

（仕様書等の変更） 

第５条 発注者は、必要があると認めるときは、仕様書又は業務に関する指示（以下この条にお

いて「仕様書等」という。）の変更内容を受注者に通知して、仕様書等を変更することができる。

この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、履行期間又は契約金額を変更す

ることができ、それにより受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 前項の場合において、発注者が負担する費用の額は、発注者と受注者とが協議して定めるも

のとする。 

（業務の中止） 

第６条 発注者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受注者に通知して、業務の全

部又は一部を一時中止することができる。 

２ 発注者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、履行期間若しくは契約金

額を変更し、又は受注者が業務の履行の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注

者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。ただし、その費用の額は、発

注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第７条 受注者は、仕様書に指定された履行期間に業務を完了することができないときは、その

理由を明示した書面により履行期間の延長を請求することができる。ただし、その延長日数は、

発注者と受注者とが協議して定めるものとし、受注者は、自己の責めに帰すべき理由により納期

を延長したときは、その部分の契約金額相当額に対し、延長日数に応じ年（365日当たり）３パー

セントの割合で計算した額の履行遅滞金を発注者に対し支払うものとする。 

（損害の負担） 

第８条 業務の履行に関して生じた損害（第三者に及ぼした損害を含む。）は、受注者の負担とす

る。ただし、その損害が発注者の責めに帰すべき理由によるものである場合には、発注者が負担

するものとする。 

（検査及び引渡し） 

第９条 受注者は、業務が完了したときは、遅滞なく、その旨を発注者に通知しなければならな

い。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、その日から起算してl0日以内に業務の完

了を確認するための検査を行わなければならない。 

３ 前項の検査を受けるため通常必要な経費は、特別な定めのある場合を除き、すべて受注者の

負担とする。 

４ 発注者は、第２項の検査の合格の日をもって、業務が完了したものとし、成果物があるとき

は、その所有権は、引渡しを完了したときに発注者に移転するものとする。 

５ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しないときは、発注者の指定する日までに業務をやり

直して発注者の検査を受けなければならない。この場合、検査及び引渡しについては、前各項の

規定を準用する。 

（契約金額の支払い） 



第10条 受注者は、前条の検査に合格したときは、契約金額の支払いを発注者に対し請求するこ

とができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、その日から起算して30日以内に、契約金

額を受注者に支払うものとする。 

３ 発注者がその責めに帰すべき理由により前条第２項又は同条第５項の検査を行わないときは、

その期間を満了した日の翌日から当該検査を行った日までの日数は、前項の期間（以下「約定期

間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日

数を超えた日において満了したものとみなす。 

（部分払） 

第11条 削除 

（契約不適合責任） 

第12条 発注者は、引き渡された成果物が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない

もの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受注者に対し、成果物の修補、代替物の引渡

し又は不足分の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、契約不適合が発注者

の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は履行の追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履

行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができ

る。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を

請求することができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ

契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行の追完をしないでその時期

を経過したとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける

見込みがないことが明らかであるとき。 

（発注者の任意解除権） 

第13条 発注者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第15条の規定によるほか、必要がある

ときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、発注者と受注者とが協

議して定めるものとする。 

（発注者の催告による解除権） 

第14条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。 

一 第２条の承諾を得ずに又は虚偽の申請により承諾を得てこの契約を第三者に承継させたとき。 

二 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

三 履行期間内に又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みが明らかにないと認

められるとき。 

四 正当な理由なく、第12条第１項の履行の追完がなされないとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 



（発注者の催告によらない解除権） 

第15条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

一 第２条の規定に違反して債権を譲渡したとき。 

二 引き渡した成果物に契約不適合がある場合において、その不適合により契約の目的を達成す

ることができないとき。 

三 受注者がこの契約の債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

四 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する

意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができ

ないとき。 

五 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけ

れば契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を

経過したとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても

契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

七 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な

行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）

が経営に実質的に関与していると認められる者に債権を譲渡したとき。 

八 第17条又は第18条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

九  受注者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注

者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時業務の契約を締結する事務所の代表者その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、暴力団又は暴力団員で

あると認められるとき。 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

二 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている

と認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

ヘ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを

知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方として

いた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注

者がこれに従わなかったとき。 

十 第20条の２第１項各号の規定のいずれかに該当したとき。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第16条 第14条又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるとき



は、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受注者の催告による解除権） 

第17条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経

過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第18条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することがで

きる。 

一 第５条の規定により、業務内容を変更したため契約金額が３分の２以上減少したとき。 

二 第６条の規定による業務の履行の中止期間が履行期間の２分の１を超えたとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第19条 第17条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第20条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の

賠償を請求することができるものとする。 

一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 成果物に契約不適合があるとき。 

三 第14条又は第15条の規定により業務の完了後にこの契約が解除されたとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能で

あるとき。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、

受注者は、契約金額（この契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額を

いう。次条において同じ。）の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支

払わなければならない。 

一 第14条又は第15条の規定により、業務の完了前にこの契約が解除されたとき。 

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務

について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第75号）

の規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法律第15

4号）の規定により選任された管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法律第22

5号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項第１号に該当し、発注者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、契約金額につき、

遅延日数に応じ、年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した額を請求することができるも

のとする。 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第20条の２  受注者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求



に基づき、契約金額の10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定期間内に支払わなけれ

ばならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律

第54号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事

業者団体が独占禁止法第８条第１項第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注

者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）

の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定した

とき（確定した当該納付命令が独占禁止法第63条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの

命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」という。）に対して行

われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていない

ときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納

付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第

１項第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条

第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった

取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、

公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における

課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）

が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四  この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治40年

法律第45号）第96条の６又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号に規定する刑

が確定したとき。 

２  受注者が前項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該期間

を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合で計算した額の遅延

利息を発注者に支払わなければならない。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第21条 発注者の責めに帰すべき理由により第10条第２項の規定による契約代金の支払いが遅れ

た場合においては、受注者は、未受領金額につき、遅延日数に応じ、年（365日当たり）2.5パー

セントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第22条 発注者は、引き渡された成果物に関し、第９条第４項の規定による引渡し（以下この条

において単に「引渡し」という。）を受けた日から１年以内に契約不適合である旨を受注者に通知

しなければ、契約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又

は契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の

根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

３ 第１項において受注者が負うべき責任は、第９条第２項の規定による検査に合格したことを

もって免れるものではない。 

４ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第７項に

おいて「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受注者に通知した場



合において、発注者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をした

ときは、契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

５ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民

法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

６ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものであるときには適

用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めるところによる。 

７ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 

８ 発注者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にか

かわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすること

ができない。ただし、受注者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

９ 引き渡された成果物の契約不適合が設計図書の記載内容、発注者の指示又は貸与品等の性状

により生じたものであるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることがで

きない。ただし、受注者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこ

れを通知しなかったときは、この限りでない。 

（賠償金等の徴収） 

第23条 受注者がこの契約に基づく賠償金、損害金、違約金その他の金銭債務を発注者の指定す

る期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経過した

日から契約金額支払いの日まで年（365日当たり）３パーセントの割合で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき契約金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年（365日当たり）３パー

セントの割合で計算した額の延滞金を徴収する。 

（秘密の保持） 

第24条 受注者は、この契約の履行に当たり知り得た秘密を第三者に漏らし、又は他の目的に使

用してはならない。 

（適用法令） 

第25条 この契約は日本法に準拠し、これに従い解釈されるものとする。この契約により、又は

この契約に関連して発生した債権債務については、この契約に定めるもの以外は、民法の規定を

適用するものとする。 

（管轄裁判所） 

第26条 この契約及びこの契約に関連して発注者と受注者との間において締結された契約、覚書

等に関して、発注者と受注者との間に紛争を生じたときは、頭書の発注者の住所を管轄する地方

裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

（契約外の事項） 

第27条 この契約に定めがない事項又は疑義を生じた事項については、発注者と受注者とが協議

して定めるものとする。 

  



 
別添 

 

業務説明書 

 

１ 業務名称 

令和７年度職員意識調査等業務  

 

２ 履行期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月 31 日まで 

 

３ 目的 

本業務は、当機構職員のエンゲージメント向上仕事に対するモチベーション確保に向け、令

和３年度に実施した職員意識調査結果（以下「前回調査結果」という）の経年比較及び施策実

行による効果検証に主眼を置き、職員の担当業務、職場の状況及び各種施策等に対する意識に

ついての現状を分析、把握することで、今後の対策につなげることを目的として実施するもの

である。 

 

４ 業務内容 

（１） 業務の構成 

本業務は、以下の業務から構成する。 

① 調査の設計 

② 調査の実施及び調査結果の回収 

③ 調査結果の集計及び分析 

④ 結果報告書の作成及び報告会の実施 

⑤ 調査で抽出された課題に対する行動方針（アクションプラン）策定等支援 

（２） 業務の内容 

① 調査の設計 

調査項目は、機構と調整の上、職員のエンゲージメント及びモチベーションの状態を

様々な角度から総合的に測定可能とする設計とし、また職員の担当業務、職場の状況及

び人事施策等に対する意識についての現状を把握し、その現状を分析できるよう設計す

ることとする。 

設問数は、合計 70 問程度（概ね 20 分程度で回答できる設問）を設けることとする。 

構成：意識調査 50 問程度、前回調査結果の施策実行による効果検証 20問程度 

② 調査の実施及び調査結果の回収 

調査はウェブシステム（PC・スマートフォンを想定）を活用し、当機構の職員 3,200 人

程度を対象に実施するものとする。また、調査期間は概ね２週間程度とし、当該期間に

おいて未回答の職員に対し、調査への協力について周知を行い、可能な限り多くの職員

からの回答を得るものとする。また、必要なセキュリティ措置を講じること。 

③ 調査結果の集計及び分析 

集計及び分析については以下の要件を満たし、かつ、全体及び属性別に集計し、令和

別紙２ 



３年度に実施した当機構職員意識等調査及び参考となる業界等の集計結果と比較できる

ものとする。 

イ 調査項目毎に５段階評価の単純集計を行う。また、当機構が指定する属性（10属性

程度）のクロス集計を行う。 

ロ 調査項目毎に５段階評価を数値化し、回答人数に応じた加重平均を行う。 

ハ 自由意見欄に記載された意見について、全体像や傾向を把握するともに、分類毎に

整理する。 

ニ 調査結果に基づき、課題領域の絞り込みを行い、マトリクスによる項目整理を行う。 

ホ また、調査結果に基づき、多変量解析を用いた満足度の要因分析と全体ストーリー

抽出により、職員の仕事に対するモチベーションを確保するための課題を考察し、そ

の課題に対する効果的な対策について提案を行う。 

④ 結果報告書の作成及び報告会の実施 

結果報告書は③の結果を基に、当機構が指定する条件に基づき５種類（全体版、社内

周知版、その他必要に応じて３種類程度）作成するものとし、それぞれ紙媒体（25 部）

及び電子データにて提出するものとする。また、当機構の役職員に対し、結果報告書に

基づく報告会を実施するものとする。 

⑤ 調査で抽出された課題に対する行動方針（アクションプラン）策定等支援 

 企画提案の内容に基づき、機構と調整の上実施する。 

 

５ その他 

（１） 本業務は、この業務説明書に定めるほか、発注者と十分協議しながら作業を実施するも

のとする。 

（２） Web アンケートで使用するサイトは本業務専用サイトとし、サイトにアクセスできる IP

アドレスを制限すること。接続を許可する IPアドレスについては、発注者主管係の指示に

従うこと。また、受注者においても、本業務に従事する作業員のみが当該サイトにアクセ

スできるよう制限すること。なお、IP アドレス及び接続情報の管理については、発注者主

管係の指示に従うこと。 

（３） 回答受付期間が短いことから、インターネット回線は 3,000 人程度の回答者が同時にア

クセスしても対応（回答）出来るよう、Web アンケートを行うサーバの負荷対策を講じる

こと。また、構築完了後テストサイトを開設しサイトの構成やレイアウト等の内容及び利

用者向け操作説明書について発注者の了承を得ること。 

（４） 採用する企画提案の実施業務及び成果品に係る一切の著作権及び版権は、原則として機

構に帰属するものとし、協議が必要な場合は予め申し出るものとする。また、業務の履行

の過程において派生的に生じた著作権は、発注者に帰属するものとする。なお、受注者は、

発注者又は発注者が指定する第三者に対し、本業務における著作物に関する著作者人格権

を行使しないものとする。 

（５） 企画提案書の特定後の業務実施にあたり、業務の主たる部分（全体を総括・調整する業

務に該当する業務）についての再委託は認めない。また、再委託の必要が生じた場合は、

企画提案書被特定者自らが実施する業務の範囲を指定様式にて提出し、あらかじめ発注者

の承諾を得なければならない。 

（６） 再委託の必要が生じ受注者が業務の一部を再委託する場合、書面（様式自由）により再



委託の相手方との契約関係を明確にしておくこととともに、再委託の相手方に対し、業務

の適正な履行を求めることとする。また、発注者からの求めに応じ、委託業務に係る契約

書、請求書、領収書等の書面の写しを提出すること。 

（７） 企画提案競技説明書６（１）②で提示した概算費用は、あくまで企画提案の目安となる

金額であり、概算費用を確約するものではない。 

（８） 本業務において知り得た当機構の情報を第三者に漏らしたり、他の目的に使用したりし

てはならない。 

（９） 業務説明書に記載のない事項、疑義等が生じた場合は、その都度発注者と協議すること。 

以 上  


















































